
 

 

 

 

 

 

 

年金記録訂正請求に係る答申について 
東海北陸地方年金記録訂正審議会 

平成３０年９月２８日答申分 

 

 

  ○答申の概要 

    （１）年金記録の訂正の必要があるとするもの      ０件 

         国 民 年 金 関 係         ０件 

         厚生年金保険関係         ０件 

    （２）年金記録の訂正を不要としたもの           １件 

         国 民 年 金 関 係         ０件 

         厚生年金保険関係         １件 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1800055 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1800044 号 

 

第１ 結論 

請求期間について、請求者のＡ社における船員保険被保険者資格の取得年月日

及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 男  

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

   住    所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： 昭和 34 年７月 26 日から同年８月 12 日まで 

   私は、昭和 34 年７月 26 日から同年８月 12 日までの期間、Ａ社の船舶（船名

は覚えていない。）に乗船し、Ｂ事業所（現在は、Ｃ社）Ｄ施設のＥ研修を行

った。その際にＦ港において船員手帳を作っている。同じ船で一緒に研修を行

った同期生の年金記録があるのに、同じ条件で研修した私には記録がないので、

船員保険被保険者として請求期間の記録を訂正し、年金額に反映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

   請求期間について、Ｃ社Ｇ施設担当は、請求者について、昭和 35 年３月 31日

にＢ事業所Ｄ施設Ｈ部門（当時）の所属を終了し、最後の年にＥ研修を行ってい

ることが確認できる旨回答及び陳述している。また、複数の同期生は、Ｅ研修に

ついて、Ｄ施設の必須研修であり、請求者と共にＡ社の船舶でＥ研修を行った旨

回答又は陳述していることから、請求者は同社の船舶でＥ研修を行っていたと認

められる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は平成 14 年４月 1 日に船員保険

の適用事業所でなくなっており、商業登記簿謄本によると、平成 14 年 12 月*日に

解散していることから、請求者に係る船員保険の取扱いについて資料が確認でき

ない。 

また、Ａ社に係る船員保険被保険者名簿により被保険者記録が確認できる複数

の同僚に照会したものの、Ｅ研修生の同社における船員保険の取扱いについては

不明である旨回答又は陳述している。 

さらに、Ａ社に係る船員保険被保険者名簿（Ｉ県保険課が管理していた昭和 32

年 11 月から昭和 37 年 7 月までの期間の記録）に請求者の名前は確認できず、被

保険者証記号番号に欠番もない上、社会保険庁（当時）医療保険部船員保険課が

 



管理していた請求者に係る船員保険被保険者台帳において、請求期間に係る記録

も確認できない。 

このほか、請求者の請求期間における船員保険の取扱いについて確認できる関

連資料及び周辺事情はない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求

者が船員保険被保険者として請求期間に係る船員保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 


